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略語表
１． BOD：Biological Oxygen Demand (生物化学的酸素要求量)
２． SS：Suspended Solid(浮遊性物質)
３． MLSS：Mixed Liquor Suspended Solids(活性汚泥浮遊物質)
４． MLVSS：Mixed Liquor Volatile Suspended Solids(活性汚泥有機性浮遊物質)
５． CODMn：Chemical Oxygen Demand (過マンガン酸カリウムによる化学的酸素要求量)
６． T-N：Total　Nitrogen（全窒素）
７． T-P：Total　Phosphorus（全リン）
８． UASB：Upflow Anaerobic Sludge Blanket(嫌気性汚泥ブランケット法)





Ｃ＊   ：（流入水）難分解性固形物濃度(㎎･L-1)
Ｃ0   ：初期固形物濃度(㎎･L-1)
ｋ   ：分解速度定数(日-1)
Ｑ   ：流入水量(m3･日-1)





LO-MLSS：流入水 BOD-MLSS 負荷量［㎏･(㎏ MLSS･日)-1］














Ｃ0      ：流入水(初期)固形物濃度(㎎･L-1)
Ｃ0sol ：流入水可溶化固形物濃度(㎎･L-1)
Ｃ＊   ：（流入水）難分解性固形物濃度(㎎･L-1)
Ｃｅ   ：放流水固形物濃度(㎎･L-1)
α1    ：流入水可溶化固形物比(-)
















1-1-2)で年間 5,160 万トンと東京ドームの 139 杯分もあり、そのうち、リサイクルによっ
て再利用されている割合は、12.1％にすぎず、また、最終処分場で埋め立てられる量は、
1,135 万 t・年-1と発生量の 22.0％を占め、全体の 1/4 が埋立に回っているのが現状である。
一方、産業廃棄物 6)は、平成 10 年度では約 4 億 800 万トンの排出と一般廃棄物に比べて発





の推計 6)で一般廃棄物の最終処分場の残余容量は 12.3 年分しかなく、また、産業廃棄物も





































































































































































　1995 年 1月現在、アメリカでは 98 都市において、住宅の新築時にディスポーザ設置が義
務付けられており、その普及率は約 51%(1981 年現在)に達し、毎年 1%程度上昇している。
















組みが始まり、建設省においては平成 4 年度から平成 8 年度の５ヵ年度に渡り、総合技術
開発プロジェクト「建設副産物の発生抑制・再利用技術の開発」を実施し、特に平成 6 年
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展を遂げてきた。その中でも特徴のある方法として 1939 年に Gould によってばっ気槽の後
半部へも排水を分離注入させることで安定した汚泥負荷量を確保することから効率的に処
理を行うステップエアレーション法が考案され、現在の多くの下水処理場に導入されてい
る 13)14)。また、活性汚泥は、下水処理では 6～12 時間程度の水理学的滞留時間によって処
理が行われるが、1948 年に Kuntz により 24 時間以上の長い滞留時間で処理を行うことによ
って汚泥の自己消化を進行させ、余剰汚泥の発生量を抑制させる長時間ばっ気法 13)14)や、



































① 水質汚濁防止法では、排水量 50m3･日-1 未満の事業所から発生する排水は規制の対象
から除外され、グリーストラップなどの除害施設を設置して固形物や油分を分離す
るのみで下水道へ放流している。


































































































































































① 流入水 BOD 容積負荷量と BOD 除去量との関係




































　ディスポーザ排水の負荷原単位を決定する手段として 1961 年以降に報告された文献 1)～
34)を調査、整理して統計的に解析を行う方法と実態調査を行う方法を総合して決定した。実










48 戸のうち 14戸で発生する生ごみの重量を 1日 1 回測定し、1人当たりの生ごみ量として
算定した。調査は、戸建て住宅については平成 5年 12 月の１日の生ごみ発生量を、また、









と実態よりも低い設定値となる危険があることから非超過確率 75%値を採用し、1回 1 日当
たり生ごみ発生量を 250g とした。次に、22 戸の家庭から排出される生ごみ量を実測した。











244 佐賀県居住 1世帯の 3日間調査平均値(1984) 4)
173 佐賀県居住 1世帯の 3日間調査平均値(1984) 4)
122 佐賀県居住 1世帯の 3日間調査平均値(1984) 4)
178 千葉県居住 9世帯の 2日間調査平均値(1993?) 5)

















239 東京都 23 区家庭調査(1973) 15)
210 東京都居住 350 世帯の 1週間調査平均値(1996) 16)
237 仙台市居住 1世帯の 3年間調査平均値(1993～1995) 17)
337 札幌市居住 112 世帯の 4日間調査平均値(1988) 18)
243.1 東京都居住 350 世帯の 3日間調査平均値(1991) 19)
249.3 東京都居住 350 世帯の 3日間調査平均値(1992) 19)
259.6 東京都居住 350 世帯の 3日間調査平均値(1993) 19)
236.7 東京都居住 350 世帯の 3日間調査平均値(1994) 19)
231 東京都居住 350 世帯の 1週間調査平均値(1992) 20)
































































































52.1 23.4 15.2 9.3 団地調査結果(1984,12.18-19) 1)
44.7 27.9 10.1 17.3 団地調査結果(1985,1.16-17) 1)
32.4 36.8 18.4 8.6 3.8 - 東 京 都 清 掃 局 設定 標 準 生 ご み(1971.12) 1)
56.5 18.3 18.2 1.0 3.8 2.2 9 世帯調査結果平均値(1961.5) 11)
26.7 44.8 12.1 1.0 - 15.4 9 世帯調査結果平均値(1961.8) 11)
38.5 21.9 4.2 11.6 10.1 13.7 東京の 4世帯調査平均値(1992) 20)
31.0 33.0 12.0 24.0 9 世帯調査結果平均値(1992.2.13) 21)
39.0 24.0 11.0 26.0 9 世帯調査結果平均値(1992.2.16) 21)
30.0 30.0 20.0 10.0 - 10.0 実世帯の 4日間平均値(1992) 22)
35.0 30.0 20.0 15.0 - - 実験条件設定値 23)
40.0 35.0 15.0 5.0 5.0 - 実験条件設定値 24)
35.0 30.0 15.0 20.0 - - 実験条件設定値 25)
25.0 35.0 10.0 5.0 5.0 20.0 標準生ごみ設定値 26)
19.3 46.1 9.6 25.0 3 団地調査結果平均値(1963･夏) 27)
36.1 34.9 6.4 22.6 3 団地調査結果平均値(1963･冬) 27)
48.0 18.7 8.7 24.6 3 団地調査結果平均値(1963･春) 27)
41.72 23.65 7.72 9.1 - 17.81 厨芥組成実測より換算 28)
41.18 31.89 18.26 4.01 - 4.66 厨芥組成実測より換算 28)
39.23 23.63 6.24 1.4 - 29.5 厨芥組成実測より換算 28)
















米飯 25 10 10
茶殻 10 4 4







A宅 32.4 35.4 14.4 4.2 10.9 2.7

















































































76.9 20.5(88.7) 2.6(11.3) 平均値
　　　　　表 2-5-2　実態調査および標準生ごみの三成分
水分(%) 可燃分(%) 灰分(%)
A 宅 78.3 17.2 4.5
B 宅 81.1 15.1 3.8

















また、集合住宅入居者 48 戸のうち 4 戸について実態調査を行い、各家庭のディスポーザ排




    　　 表 2-6-1-1   ディスポーザによる増加使用水量
　増加使用水量




2.8 佐賀県居住 1世帯の 3日間調査平均値(1984) 4)
1.8 佐賀県居住 1世帯の 3日間調査平均値(1984) 4)






5.8 1 世帯平均値(1991) 26)
8～10 4 世帯平均値 (1991) 29)
3.7 4 世帯平均値 (1991) 29)
17～18 兵庫県内 5世帯の 2ヶ月平均値(1973) 30)
10.7 6 日間の調査結果(1991) 31)
12.2 6 日間の調査結果(1991) 31)
4.8 6 日間の調査結果(1991) 31)













Ｏ邸 2 1.1 22.5 5.5 28.0
Ｋ邸 3 1.6 31.1 5.6 36.7
Ｔ邸 4 2.3 23.4 6.1 29.5
Ｓ邸 4 2.8 15.1 7.7 22.8






試料は、標準生ごみ 50g をディスポーザに投入、粉砕を行い、蒸留水を 1L 加え粉砕した排
水を全量容器に受け、全量を家庭用ミキサーに 10 分かけ、更に、超音波破砕機で 10 分間




T-P、n-Hexane 抽出物）の増加量を文献調査(表 2-6-2-1)および 2.4 で定めた標準生ごみの
分析(表 2-6-2-2)により求めた。なお、生ごみの発生量原単位は文献ごとに異なるので、こ





BOD SS CODMn T-N T-P ｎ－Hex 備考 参考文献
23.6 33.4 19.6 1.11 0.26 - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 1)
19.7 15.3 14.9 - - - 厨芥 244g 当たりの汚濁負荷から算定 4)
24.6 19.5 11.4 - - - 厨芥 178g 当たりの汚濁負荷から算定 4)
37.4 11.0 25.6 - - - 厨芥 122g 当たりの汚濁負荷から算定 4)
20.0 9.0 8.0 1.10 0.20 - ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞ設置有無の汚濁負荷差分 6)
23.5 25.0 19.5 1.08 0.26 - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 7)
25.7 32.4 20.6 - - - 厨芥 1,850g 当たりの汚濁負荷から算定 9)
32.5 15.5 8.3 - - - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 11)
27.5 10.3 9.3 - - - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 11)
35.0 7.5 7.3 - - - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 11)
30.5 - 10.0 - - - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 11)
17.0 - - - - - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 12)
18.0 16.0 13.0 1.82 0.09 - 厨芥 250g 当たりの汚濁負荷から算定 24)
17.4 21.8 11.6 1.16 0.16 - 厨芥 250g 当たりの汚濁負荷から算定 24)
20.6 32.6 14.0 1.82 0.26 - 厨芥 250g 当たりの汚濁負荷から算定 24)
19.5 13.5 - 1.00 0.13 3.25 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 25)
22.5 17.5 - 1.00 0.13 3.50 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 25)
15.0 14.0 - 0.75 0.13 2.25 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 25)
20.0 39.0 - - - - 厨芥 180g 当たりの汚濁負荷から算定 27)
20.1 38.9 - - - - 厨芥 180g 当たりの汚濁負荷から算定 27)
17.0 15.0 13.0 1.40 0.14 - 厨芥 250g 当たりの汚濁負荷から算定 29)
24.3 7.8 - 1.35 0.35 - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 32)
17.3 16.1 19.7 0.90 - - 実測値より推定 33)
26.8 33.4 17.3 1.98 0.25 - 厨芥 250g 当たりの汚濁負荷から算定 34)
23.1 20.2 14.3 1.27 0.20 3.00 平均値
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BOD 23.1 28.5 27.5
SS 20.2 37.4 35.0
CODMn 14.3 25.6 25.0
T-N 1.27 1.31 1.40
T-P 0.20 0.25 0.25












め汚濁成分は多く含まれており、BOD 量は、台所排水の 1.5 倍であった。
　台所から発生する排水の負荷原単位のうちディスポーザ排水を含む台所排水の水量は、
35L･人-1･日-1、排水濃度は、BOD:1,300 ㎎･L-1、SS:1,340 ㎎･L-1、T-N:100 ㎎･L-1、T-P:10 ㎎･
L-1、n-Hexane 抽出物:160 ㎎･L-1を負荷原単位と設定した。
- 30 -
    表 2-7-1　ディスポーザ排水を含む台所排水の負荷原単位













































は、平成 12 年 10 月の 1 ヶ月間測定した結果を平均化して各戸の流入パターンとした。ま




　ディスポーザを設置した一般家庭 4 戸から発生する台所排水の平均流入パターンを図 2-
8-1 に示す。ディスポーザの使用回数は、家庭によりばらつきはあるが平均 2回･日-1、平均
排水量は、29.3L･人-1･日-1であり、設定したディスポーザ排水を含む台所排水の負荷原単位
が 35L･人-1･日-1と比較するとやや低い値であった。平均流入パターンは、午前中の 8 時～
10 時および夜の 20時～22 時にピークがあり、特に、20 時～22 時のピークが最大であった。
最大ピーク時のピーク係数は、日平均水量の 3.0 倍であった。また、従業員社宅で台所か
ら排出する排水の流入パターン測定を 2回行った。8戸の平均流入パターンを図 2-8-2 に示
す。従業員社宅においても一般家庭 4 戸の平均流入パターンと同様な傾向でり、午前中に
一つ大きなピークが認められた。従業員社宅は共働きの家庭がほとんどであるため一日の














































































(5) 汚濁成分増加量は、標準生ごみの汚濁成分増加量として BOD:27.5g･人-1･日-1、SS:35.0 g･
人-1･日-1、CODMn:25.0g･人-1･日-1、T-N:1.40g･人-1･日-1、T-P:0.25g･人-1･日-1、n-Hexane
抽出物:3.50g･人-1･日-1とした。




































































　排水の調整方法は、標準生ごみ 250g をディスポーザ（TOTO 社製、品番 TJNDE100）に投
入・破砕(約 15 秒)した後、蒸留水を 4L 加えて破砕物を全量容器に受け、これを試料とし












を 25℃、15℃の 2 水準に調整するため温度制御を行い、粉砕物 A または、粉砕物 B と種汚
























　厨芥由来固形物の可溶化実験を行うための測定指標として、槽内の MLSS および MLVSS を





定した 6)7)。また、蛋白質定量分析は、Lowry 法 8)に従った。脂質定量分析は、Bligh-Dyer
法 9)に従った。繊維質定量分析は、クロロホルム－メタノール溶液による脂質抽出後の残
渣を試料として、デタージェント法 10)11)12)に準じて行った。すなわち、繊維質は、各試料




全糖定量分析では 6)、分析試料 0.5ml に蒸留水 4.5ml を加え、湯煎にて 15 分間加熱して
澱粉質を可溶化した後、室温まで冷却した。次に、60%過塩素酸 5ml を添加し、室温で 20












蛋白質定量分析 8)では、分析試料 0.5 ml に 1N 水酸化ナトリウム水溶液 0.25 ml を添加
して 100℃、10 分間加熱することで水に不溶な蛋白質を溶解し、炭酸ナトリウムアルカリ





脂質定量分析 9)では、分析試料 25 ml にクロロホルム－メタノール(1:2) 94 ml を加え、
1時間攪拌した後、3,000 rpm×10 分間の遠心分離によって上澄みを回収した。上澄み液を
分液ロートに移し、クロロホルム 30ml と蒸留水 30ml を加えて二相分離させ、クロロホル
ム層を分取し、ロータリーエバポレータで減圧下、濃縮乾固した。乾固物にクロロホルム





総量である NDF( Neutral detergent fiber)値、セルロースとリグニンの合計量である ADF
(Acid detergent fiber)値、およびリグニン量を測定し、これらの値に基づいてセルロー
ス、ヘミセルロースとリグニンの各量を算出した。
NDF 値の測定は、以下の手順でおこなった。脂質抽出後に残った水層約 80mlを 5分間煮
沸して、澱粉質を溶解した。次に、70 mM リン酸緩衝液(pH6.8) 30 ml を加え、1%α-アミ
ラーゼ水溶液 20 ml と 3 M 塩化ナトリウム 0.4 ml を加えて 37℃、30 分間で澱粉質を酵素
分解した。遠心分離(3,000 rpm、10 min)により残渣を回収して、中性デタージェント溶液
(SDS, 30 g；EDTA･2Na, 18.61g；Na2B4O7･10H2O, 6.81g；Na2HPO4, 4.56g；2-ethoxy-ethanol,







(20g/L セチルトリメチルアンモニウムブロミド； 1N H2SO4) 100 ml とデカヒドロナフタリ





繊維ろ紙を 20 ml の 72%冷硫酸水溶液中に浸して４時間攪拌し、その後、ガラス繊維ろ紙上
















　実験開始時及び実験終了時の槽内固形物の粒度分布をふるい(目開き 13.2 ㎜、5.6 ㎜、









水によって膨潤させ、φ2.5 ㎝×100 ㎝ガラスカラムに 90 ㎝まで充填した 13)14)15)。これに
それぞれ濾過液を TOC 濃度で 175 ㎎･L-1に調整した試料溶液 10ml を添加して分子量分画を
開始した。溶離液には、精製水によって溶離速度1.0ml･min-1で溶出させ、溶出試料を10ml
ずつ分取した。溶出試料の分析は、TOC 分析計(島津製作所　TOC-500)にて TOC 濃度を測定
し、これを有機物量の指標とした。また、溶出試料の可溶性糖定量分析は、フェノール硫
酸法 6)7)で、蛋白質定量分析は、Lowry 法 8)で行った。有機酸定量分析は、キャピラリー電
気泳動(Agilent Technologies G1600A)にて測定した。なお、カラムの充填状況およびゲル





































した。また、粉砕物 A、粉砕物 B の難分解性濃度(Ｃ＊)および分解速度定数（ｋ）を表 3-
2-4-1 に示した。本実験は、同一成分（標準生ごみ）、同一環境条件(温度、攪拌)であっ
たためＣ*は一定とした。よって、Ｃ*は、最も収束した値を選び、また、ｋは最小二乗法
より求めた。Ｃ＊は、分解温度の違いや粉砕物 A や粉砕物 B の違いに関係なく MLSS1,690～




　次に、嫌気処理のｋは、好気処理の 0.081～0.096 日-1や間欠ばっ気処理の 0.063～0.078




また、pH 調整を行っていないため pH5.5 程度まで低下し、メタン発酵が進行しにくい条件
であった 19)20)21)。その結果、嫌気処理での分解速度定数が小さくなったと推測した。嫌気















　次に、粉砕物 A および粉砕物 B の嫌気処理、好気処理、間欠ばっ気処理における
































































































































































































































　粉砕物 A の嫌気処理、好気処理および間欠ばっ気処理における MLVSS/MLSS の挙動を図
3-2-4-5 に示した。嫌気処理における MLVSS/MLSS 比は、時間が経過しても 0.8 程度と可溶
化が余り進行していなかった。しかし、好気処理および間欠ばっ気処理では、可溶化が十





有機性成分が減少したことにより MLVSS/MLSS 比が 0.6 程度まで小さくなった。更に、間欠
処理では、20 日ごろまでは嫌気処理とさほど違いはないが、それ以後は値が小さくなって
いた。これらの結果から間欠ばっ気処理と好気処理では 30～50 日で MLVSS/MLSS が安定し




































































































澱粉質 3.3 1.3 6.6
蛋白質 14.3 5.7 28.7
脂質 10.0 4.0 20.1
可溶性糖 9.7 3.9 19.5
セルロース 3.7 0.2 7.4




リグニン 0.7 0.2 1.4
灰分 7.8 3.1 15.7
水分 200.2 80.1 ―





ディスポーザによって粉砕した生ごみは、ふるい目 5.6 ㎜や 3.4 ㎜のふるいに残る比較的
































































った結果を図 3-2-4-9 に示した。また、排除容量および各化合物の溶出容量を表 3-2-4-3
に示し、本実験での排除容量 V0は、210ml あった。
　標準溶液としてグルコース、卵アルブミン、酢酸を添加した場合、溶出容量ピークがそ
れぞれ 370ml、210ml、330ml であり、卵アルブミンは分子量が 67,000 程度であることから



















































排除容量(V0)  　　　　 　 210


































































































































(ｋ)は、嫌気処理で 0.028～0.041 日-1、好気処理で 0.081～0.096 日-1、間欠ばっ気処
理で 0.063～0.078 日-1であり、生ごみ固形物の分解は、好気処理＞間欠ばっ気処理＞
嫌気処理の順で速度が速いことが明らかになった。また、分解速度定数は、15℃より
も 25℃の方が高い傾向にあった。更に、MLSS 濃度が 7,000 ㎎･L-1の標準生ごみの難分
解性濃度(C*)は、1,800 ㎎･L-1程度であった。
２） 好気処理および間欠ばっ気処理では、30～50 日で MLVSS/MLSS の挙動は安定し、0.6 程
度であった。しかし、嫌気処理では、可溶化が進んでいないため 0.8 程度に留まって
いた。






４） 固形物可溶化実験の 50 日経過後の試料についてふるいにより粒度分布の調査を行った






















が流入 BOD 容積負荷と除去 BOD 量との関係式を導き出している。しかし、流動床方式につ
いてこのような関係式は未だ導きだされていないため槽の設計を行う上で最適設計ができ











　実験に使用した排水は、第 2章の表 2-4-2 に示す標準生ごみ 250g をディスポーザ（TOTO




泥を MLSS：1,000 ㎎･L-1、ディスポーザ粉砕標準生ごみの上澄水を設定 BOD：2,000 ㎎･L-1、
SS：1,000 ㎎･L-1になるように調整し実験を開始した。流入水 BOD 容積負荷は、0.5、1.0 ㎏･
（m3･日）-1、と順次負荷を上げ、2,0 ㎏･（m3･日）-1で 3 ヶ月間運転を行った。また、放流























































No.1 No.2 No.3 No.4 No.5
比重(乾燥時)
(―)
0.065 0.245 0.044 1.0 6.86
比重(膨潤時)
(―)
1.03～1.05 0.98 0.96～1.24 1.1～1.3 0.95
空隙率
(%)
93 75 95 53 ―
平均細孔径
(μm)
680 720 95 39 ―
比表面積
(m2･m-3)
650 450 530 800～500 450
　ゼータ電位(mV)
(pH:7.0)




　流入水 BOD 容積負荷を高めながら基礎実験を行った結果、処理水の BOD 濃度および SS 濃
度の推移を図 4-2-5-1、図 4-2-5-2 に示す。また、流入水の設定 BOD 容積負荷が 2.0 ㎏･（m3･
日）-1における流入水及び各担体を使用した時の処理水質を表 4-2-5-1 に示す。
　スポンジ状担体(No.1)および中空円筒担体(No.2)を充填した試験槽では、その処理水 BOD、
SS とも 200 ㎎･L-1 付近で試験期間中安定した水質を維持していた。しかし、活性炭担持担
体(No.3)および無機系担体(No.5)を充填した試験槽では、処理水のばらつきが大きく、ま




















































































































No.1 No.2 No.3 No.4
汚泥重量
(g･(5L)-1)
19.3 13.3 9.2 7.8
- 70 -
（３）　流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量との関係
　洞沢は、接触ばっ気法において多くのテストプラントおよび実際の処理場データから接








　本実験では、流動床方式において流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量との関係を明ら
かにし、更に、流動担体の違いによる流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量との関係も示
すことに努めた。なお、流入水 BOD 負荷量および処理水 BOD 除去量の単位は洞沢の式に準
拠した。
　　　　　　　　　　　　　LR=a･LOb　　　　　　　　　　(2)
　流動担体を用いた場合の流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量の関係を各担体について
図 4-2-5-3～6 に示す。また、各流動担体の流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量から求め
た定数 a,b と相関係数 r2を表 4-2-5-3 に示す。
　4 種類の流動担体とも流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量とは、洞沢の式と同様に相関
関係が高いことが判った。また、流動担体を用いた流動床方式は、接触ばっ気方式に関す
る洞沢の式の適用範囲より高い処理性能を有していた。







図 4-2-5-3　スポンジ担体(No.1)を用いた時の流入水 BOD 負荷量
　　　　　 と処理水 BOD 除去量との関係


















































図 4-2-5-5　活性炭担持担体(No.3)を用いた時の流入水 BOD 負荷量
　　　　　　と処理水 BOD 除去量との関係

















































（４）　流入水 BOD-MLSS 負荷量と処理水 BOD-MLSS 除去量との関係
　　一般的に槽内の生物量と排水中の有機物の除去量は相関があることが知られている 6)。
このことから各担体において流入水 BOD 容積負荷 2.0 ㎏･(m3･日)-1のときの平均処理水 BOD
濃度(表 4-2-5-2)と実験終了時の汚泥濃度(表 4-2-5-3)から流入水 BOD-MLSS 負荷量(LO-MLSS)
と処理水 BOD-MLSS 除去量(LR-MLSS)との関係を図 4-2-5-7 に示す。
　流入水 BOD-MLSS 負荷量と処理水 BOD-MLSS 除去量との関係は、相関が認められ、(3)の式
のごとく表現できた。
　　　　　　　LR-MLSS=0.810L0-MLSS0.930　　　(3)
　LO-MLSS：流入水 BOD-MLSS 負荷量［㎏･(㎏ MLSS･日)-1］
　LR-MLSS：処理水 BOD-MLSS 除去量［㎏･(㎏ MLSS･日)-1］
　流入水 BOD-MLSS 負荷量と処理水 BOD-MLSS 除去量との関係は、井出ら 7)が活性汚泥法およ
びその変法(適用範囲：0.5～4.0 ㎏･(㎏ MLSS･日)-1)について明らかにしており、本実験結
果は、それとほぼ同一の関係であった。汚泥当たりの BOD 負荷は方式の差こそあれ流入水
BOD-MLSS 負荷量(LO-MLSS)と処理水 BOD-MLSS 除去量(LR-MLSS)との関係は、ほぼ等しいことが判
った。このことから(3)式は、流動床法の槽設計に適用できると考えた。
 表 4-2-5-3　 各担体の関係式 LR=a･LObの定数値と相関係数
a b ｒ2
No.1 1.09 0.978 0.992
No.2 0.731 1.03 0.992
No.3 0.704 1.03 0.953
No.4 0.641 1.04 0.978
- 74 -
図 4-2-5-7　 流動担体における流入水 BOD-MLSS 負荷量と




































なった。流入 BOD 容積負荷 2.0 ㎏･（m3･日）-1　時の平均水質および実験終了時の槽内汚泥
量結果を表 4-2-5-4 に示す。また、流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量との関係を図 4-
2-5-8 に示す。
　接触材は、多積層網目状であり、比表面積が一般の接触材(30～70 ㎡･(m3)-1) よりも大き




　(4)式は、スポンジ状担体(No.1)の関係式と同程度であり、BOD 容積負荷 2.0 ㎏･（m3･日）


























































流動担体を用いてディスポーザ排水の処理性能を把握した結果、BOD 容積負荷 2.0 ㎏･（m3･







３）流動担体を用いたディスポーザ排水の処理において流入水 BOD 負荷量(L0)と処理水 BOD
除去量(LR)とは、高い相関はあり、また、LR=a･LOb の式のうち定数ａの値を比較することで
各担体の処理性能の比較が可能であった。
４）4 種類の流動担体の流入水 BOD 負荷量(L0)と処理水 BOD 除去量(LR)との関係および槽内
汚泥量の結果から流入水BOD-MLSS負荷量(L0-MLSS)と処理水BOD-MLSS除去量(LR-MLSS)との関係
を求めた結果、高い相関関係があった。






















日-1、排水濃度で BOD:1,300 ㎎･L-1、SS：1,340 ㎎･L-1、n-Hexane 抽出物：160 ㎎･L-1を計画
水量、計画排水濃度とした。また、処理水濃度は、下水道放流水質基準のうち地方自治体



















































































排水量の 24 分の 1に流量調整比の乗じる分を排出させ、その差分が排水排出時間内に蓄積
される累計排水量を担保できる容量とする考え方である。
　第２章の 2.8 節に示すディスポーザ排水を含む台所排水の流入パターンに基づき排水排




















































　　実証試験では、設定流入水 BOD(Ｃin):1,300 ㎎･L-1、目標処理水 BOD:200 ㎎･L-1である











   ∴　Ｖ =(5.54×10-28)　　　　Ｒ(100/7)Ｑ
　　　　　　　　　　　　 Ｃcon 　
　　　　　=0.82Ｑ         　　　　　　　
　　LO-MLSS：流入水 BOD-MLSS 負荷量［㎏･(㎏ MLSS･d)-1］
　　LR-MLSS：処理水 BOD-MLSS 除去量［㎏･(㎏ MLSS･d)-1］
　　Ｑ　：流入水量(ｍ3･日-1)



















ｍ3)して実施した。実証試験の概略施設図を図 5-4-1-1 に、排水処理槽概略図を図 5-4-1-2
に、実証試験槽の各槽の実容量を表 5-4-1-1 に示す。
　集合住宅の各台所から発生した排水は、中継ピットに流入した後に、ポンプにて排水処




























































時 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
　　　　　　　　　　　　　　第一沈殿槽、第二沈殿槽エアーリフト(5 分間稼働)
ON


























５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 ４月 平均
平均 1.27 1.09 0.94 0.87 0.92 1.05 1.06 1.11 0.91 1.14 0.99 1.13 1.06
最大 1.62 1.43 1.42 1.81 1.36 1.51 1.58 2.71 1.24 1.71 1.85 2.76




































































　次に、10 月 22 日、10 月 23 日の流入排水量の時間変動調査を行い、その結果を図 5-4-2-2
に示す。
調査の結果、朝 7～8 時の朝食時および昼前の 10～11 時にかけて流入排水量が増加してい
るが総排水量の 60％以上は 15 時以降に発生していた。また、両日のﾋﾟｰｸ係数は 10 月 22 日





　流入排水の BOD、SS 濃度は、実験開始当初から設定 BOD：1,300 ㎎･L-1、SS:1,340 ㎎･L-1
より低い値であることから不足した分を補うため第２章 2.4 で設定した標準生ごみ 9.1 ㎏･
日-1を中継ピットに投入して設定濃度に調整して実証試験に用いた。

























　可溶化槽の流入水の負荷原単位は、ばらつきがあるが平均 BOD：12,500 ㎎･L-1、平均 SS：
11,700 ㎎･L-1であった。一方、可溶化槽放流水は、実証試験開始から 4ヶ月程度は SS：1,000




































































が平均 BOD：746 ㎎･L-1、平均 SS：588 ㎎･L-1であった。この流入水をばっ気槽にて処理し、
第二沈殿槽で活性汚泥を沈殿分離した後の平均放流水質は、BOD：43.7 ㎎･L-1、SS：35.8㎎･
L-1 であり、一年間を通して良好な処理性能であった。特に、ばっ気槽流入水の最大値が、
















































可溶化槽 ９，８６０ １．７２０ １７．０














        Ｃ0 insol                                              Ｃｅ
　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃｅ sol















α1=Ｃ0sol/Ｃ0=１-Ｃ*/Ｃ0　 　　　　　　　　　　　　　　　　            (5)
α2=Ｃsol/Ｃt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             (6)





  シミュレーションは、可溶化槽の水理学的滞留時間を 30 日、可溶化槽への流入水量をＱ
m3･日-1、実証試験の性能評価結果から流入水 SS 濃度および処理水 SS 濃度を設定した。また、
分解速度定数(ｋ)は、固形物可溶化基礎実験における粉砕物 A、15℃時点の値を用い、難分
























































































  1,720 ㎎･L-1
(0.09Q ㎏･日-1)
SS




















































年 7 月 27 日、建設省丘住指発第 44 号認定))の設置許可を得た。
　排水処理槽の処理対象人員は、処理対象戸数および各戸床面積から 168 人(48 戸×3.5 人･
戸-1)であり、第 2章の負荷原単位設定結果から厨芥量 42 ㎏･日-1、(168 人×250g･人-1･日-1)、







戸　　数 1号棟‥24戸、2号棟‥24 戸　　合計 48 戸
・2号棟ディスポーザシステム設置  平成 11 年 12 月
設置工事内容
























　ディスポーザ設置工事が完了した平成 12 年 6 月より一年間の流入排水および排水処理槽
から下水道へ排出される放流水の水質を調べ、実現場での処理性能を把握した。その結果
を図 6-3-1、図 6-3-2 に示す。実現場では、月１度のスポットサンプリングにて流入排水お
よび放流水の採水をおこなった。その結果、流入排水は、ばらつきが大きく流入排水の汚




　次に、平成 13 年 9 月 19 日に本実現場にて流入排水および放流水の終日調査を実施した。







































































































































































































　　　　　　　　　(平成 13 年 9 月 19 日)
表 6-3-1　終日調査における流入水量と流入水、放流水の水質変化
0時～5時 6時～11 時 12 時～17時 18 時～23時 平均
流入水量(m3) ０．１９ １．５７ １．６６ ４．２９ ７．７１
BOD(㎎･L-1) ３８０ ５８０ ６２０ ６２０ ６０６




n-Hex(㎎･L-1) １１０ １８０ １１０ ８３ １０９
BOD(㎎･L-1) １４ １２ ９．９ ６．８ ８．７










　1 号棟および 2 号棟の入居者のうち、16 世帯の入居者に対して各世帯から発生するごみ
量調査を行った。調査方法は、平成 12 年 1 月～12 年 12 月の 1 年間、15 世帯を対象に毎月
1週間、1世帯については毎日各項目ごとのごみ重量測定を入居者自身の手により実施した。
16 世帯の内訳としてディスポーザ未設置の 1 号棟(6 月以降はディスポーザ設置)の７世帯
(毎月 1週間調査)と、同期間にディスポーザ設置の 9世帯(8 世帯については毎月 1週間、1
世帯については毎日調査)について行った。計測にあたり生ごみは一度、三角コーナーに貯






　平成 11 年 12 月～平成 12 年 5 月までの間、一般ごみ出し日に収集した市指定ごみ袋(45L)












多く、全体の 45％を占めており、平均人員は 3.17 人であった。また、２号棟では 2人及び






































































して出ていた。代表例として P 邸のごみ発生量の季節変動を図 6-4-2-3 に、併せて 4 月度
の月間変動測定を行い、その結果を図 6-4-2-4 に示す。

































A 邸 ２ ２ ０ ７５８
B邸 ２ ２ ０ ３７７
C邸 ３ ２ １ ５２０
D邸 ３ ２ １ ３０１
E邸 ４ ２ ２ ３４８





G 邸 ３ ３ ０ ３９９
H邸 ３ ２ １ ４９２
I邸 ３ ２ １ ５２６
J邸 ２ ２ ０ ４０７
K邸 ２ ２ ０ ２９１
L邸 ３ ２ １ ３５８
M邸 ４ ２ ２ ４２１
N邸 ２ ２ ０ ５６２





P 邸 ４ ２ ２ ５０２





















































































































　入居者人数および構成人員ともほぼ等しい 1 号棟と 2 号棟での一般ごみの総排出量を各
ごみ出し日ごとに測定することでディスポーザ設置によるごみ量変化の有無を調べた。平
成 11 年 12 月から平成 12 年 5 月までの 6 ヶ月間、1 号棟にはディスポーザを設置せずに、2
号棟のみ当初からディスポーザを設置して、各棟から出された一般ごみのごみ袋重量およ






であるのに対し２号棟(設置)では 3.5 ㎏と約 1.2 ㎏軽くなっていた。これらの結果は、ご
み発生量調査結果で明らかになった一般ごみ中の構成比とほぼ一致した。
　　　　　　表 6-4-2-2　一般ごみの個数及び重量


























































































































































２） 好気処理および間欠ばっ気処理では、30～50 日で MLVSS/MLSS の挙動は安定し、0.6 程
度であった。しかし、嫌気処理では、可溶化が進んでいないため 0.8 程度に留まって
いた。




び間欠ばっ気処理における灰分は、固形物残査の 40％程度であり、MLVSS/MLSS が 0.6
との結果と一致していた。
４） 固形物可溶化実験の 50日経過後の試料についてふるいにより粒度分布の調査を行った























３）流動担体を用いたディスポーザ排水の処理において流入水 BOD 負荷量(L0)と処理水 BOD
除去量(LR)との関係から高い相関はあり、また、LR=a･LOb の式のうち係数ａの値を比較
することで各担体の処理性能の比較が可能であった。
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